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要　旨

韓国におけるグローバル化の
成果と残された雇用問題

１．韓国経済のグローバル化は2000年代に加速した。この要因としては、①通貨危機
後に国内市場が大幅に縮小したこと、②2000年代前半にクレジットカード債務問
題により消費が低迷したこと、③少子高齢化の進展により将来的に国内市場が先
細りとなること、④新興国の成長が加速し新たなビジネスチャンスが生まれたこ
となどである。

２．企業がグローバル志向を強めたからといって世界市場で成功するとはかぎらない。
韓国企業に共通するのは、品質やデザインの向上に力を入れたことに加えて、新
興市場の需要取り込みに成功したことである。韓国政府もFTA（自由貿易協定）網
を拡大させることを通じて、企業のグローバルな事業展開を後押ししている。

３．新興市場の開拓を積極化してきたことは、貿易と投資面にも表れている。輸出面
では、90年以降アジアとりわけ中国への依存度が上昇したが、近年では欧米とア
ジアを除く地域のプレゼンスが着実に高まっている。対外直接投資額は対中投資
の急拡大により2006年、2007年に急増したが、近年では投資先が分散化し、旧東
欧諸国、ブラジル、ベトナム、インドネシアなどの新興国向けが増加している。

４．経済グローバル化の加速に伴い輸出が成長の牽引役となるとともに、IT産業が集
積する地域では生産が増大している。また、対外直接投資が増加した結果、国際
収支の「投資収益」が黒字に転換している。こうしたプラス効果がみられる一方、
2000年代に入り、国内では雇用創出力の低下、若年層の就職難、格差の拡大など
が顕在化した。

５．「質の高い」雇用が十分に創出されていないことが若年層の就職難や格差の拡大を
生み出しているほか、不安定な雇用が少子化を加速させている。いずれも韓国の
潜在成長力を低下させかねない問題である。いかに「質の高い」雇用を創出する
のかが問われている。

６．李明博政権も現在、雇用の創出を最重要課題としている。2010年１月に「国家雇
用戦略会議」を新設して、デジタルコンテンツ・メディア、社会サービス、観光・
レジャー、教育・研究開発、保健・医療の５分野を成長が期待出来るサービス産
業として選定した。「グリーン・ニューディール事業」やサービス産業の成長を促
すことにより「質の高い」雇用機会を創出出来るのかどうか、李大統領の手腕が
試される。

調査部　環太平洋戦略研究センター
上席主任研究員　向山 英彦
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　目　次 2008年９月のリーマン・ショックを契機に

悪化した世界経済は、各国の景気対策に支え

られて回復に転じた。回復の牽引役が中国を

はじめとする新興国であること、先進国では

雇用回復の遅れや金融不安の影響で当面低成

長を余儀なくされる上、長期的にも少子高齢

化の進展などにより需要の拡大が期待出来な

いことなどにより、先進国企業の多くが新興

国での事業を拡大している。最近の傾向とし

ては、「内需型産業」が新たな事業機会を新

興国に見出そうとしているのをはじめ、増

加する中間層の需要だけではなく、最下層

（BOP：Base of Pyramid）の潜在的需要を取

り込む動きもみられる。

この点で、日本企業に先行したのが韓国企

業である。新興国における積極的な市場開拓

の成果が表れ、近年世界の薄型テレビ、半導

体、携帯電話、自動車市場などで韓国製品の

シェアが上昇している。韓国政府もFTA（自

由貿易協定）網を拡大させることを通じて、

企業のグローバルな事業展開を後押ししてい

る。

このため日本では韓国企業に対する関心が

高まり、１年前あたりから「韓国企業に学

べ」という言葉が多く聞かれるようになった

ほか、経済界からは日本政府に対してFTAを

より積極的に推進すべきであるという提言が

なされている。

たしかに韓国企業に見習うべきことがある

のは事実であるが、大企業のグローバル展開

１．�進む経済のグローバル化
（1）2000年代に加速したグローバル化
（2） 政府の積極的なFTA締結と経済外交

２．高まる新興国への依存度
（1） 中国が輸出・輸入ともに最大の相手

国に
（2） 輸出面でプレゼンスを増す「アジア以

外の新興国」
（3）近年分散化する直接投資先
①2003年から急増した対中投資
② 2008年から減少した対中投資額が
再び増加の兆し

３．�グローバル化の成果と国内
に残された問題

（1）グローバル化の成果
（2）2000年代に顕在化した問題点
① 雇用創出力の低下と若年層の就職
難

② 非正規雇用の増加と拡大した所得
格差

４．�課題としての「質の高い」
雇用創出
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が必ずしも経済全体に大きなプラス効果をも

たらすわけではないことに注意すべきであ

る。こうした認識にもとづいて、本稿ではグ

ローバル化が進んだ韓国経済の成果と残され

た問題について分析していく。構成は以下の

通りである。１．で韓国経済におけるグロー

バル化の背景とその進展具合を概観する。２．

では韓国経済が新興国への依存度を高めてい

るのを貿易面と直接投資面から明らかにす

る。３．ではグローバル化の成果と2000年代

に国内で顕在化した問題点について取り上げ

る。最後に今後の課題について触れる。

１．進む経済のグローバル化

（1）�2000年代に加速したグローバル化

韓国企業はグローバル志向が強いといわれ

ている。その歴史的背景には、60年代以降政

府が輸出志向工業化を本格化するなかで、企

業が輸出（後に対外直接投資）を伸ばしてき

たことがある。また、狭い国内市場（GDP規

模は日本の約５分の１）がこの動きを強めた。

一般的に経済のグローバル化とはモノ、ヒ

ト、マネーが国境を越えて移動することをい

う。それを輸出比率（財・サービスの輸出額

／名目GDP）と対外直接投資比率（対外直接

投資額／名目GDP）からみると（図表１）、

97年の通貨危機前までは輸出比率が横ばいで

推移した一方、対外直接投資比率が上昇した

こと、通貨危機後は輸出比率が上昇し、対外

直接投資比率が低下したことがわかる。通貨

危機後に対外直接投資比率が低下したのは、

財閥企業がリストラの一環として海外事業の

見直しを進めたこと、また輸出比率が上昇し

たのは内需が落ち込むなかで、ウォン安に支

えられて輸出が急増したことによる。

韓国は70年代まで、輸出の拡大を通じてグ

ローバル化の利益を享受してきたが、経済の

発展に伴い次第に国内市場の開放、為替の切

り上げなどを求められるようになった。80年

代以降の世界的な金融自由化の動き（注１）、

国家目標としてのOECD加盟（96年実現）な

ども規制緩和を促した。こうした規制緩和を

受けて財閥企業が総合金融会社を設立し、海

外から大量の資金を調達して事業の拡大を

図表１　韓国経済のグローバル化
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図ったことが通貨危機につながった。その

後IMF支援の下で実施された構造改革の内容

は、①企業の構造調整（透明性増大、財務構

造改善、業種専門化など）、②金融改革（不

良債権処理、金融機関の整理統合）、③労働

市場改革（整理解雇制・派遣労働制の導入、

労働慣行の見直し）、④公共部門改革（政府

機構縮小、民営化）などであった。また外資

規制が大幅に緩和され、外資の力を活用して

改革の促進が図られた。

この結果、危機前に「30大財閥」といわれ

た約半数が市場から消える一方、生き残った

企業では大胆なリストラ（事業の選択と集

中、人員の削減と賃金の引き下げ、債務の削

減など）を進めたことにより企業体質が強化

された。労働コストの削減により労働分配率

は96年の62.6％をピークに低下し、2002年に

は58.0％になった（図表２）（注２）。李炳夏

［2006］によれば、サムスン電子では2001年

に96年時と比較して人件費比率（対売上高）

が11.4％から7.2％へ低下した一方、生産性は

2.4倍上昇した。こうした単位当たり労働コ

ストの低下はウォンの大幅下落（図表３）と

ともに、韓国企業の競争力上昇につながった

半面、非正規雇用の増加や所得の伸び悩みな

ど構造改革の負の影響が家計部門に及び、そ

の後の国内経済に大きな問題をもたらしてい

く（後述）。

対外直接投資比率が2001年の0.6％から

2009年に1.8％へ、輸出比率が35.9％から

図表２　労働分配率
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図表３　ウォンの対ドル、円レート
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49.9％へ上昇したように、2000年代に入り韓

国経済のグローバル化が加速した（図表１）。

①通貨危機後に国内市場が大幅に縮小したこ

と、②2000年代前半にクレジットカード債務

問題により消費が低迷したこと、③少子高齢

化の進展により将来的に国内市場が先細りと

なること、④新興国の成長が加速し新たなビ

ジネスチャンスが生まれたことなどがその要

因として指摘出来る。

グローバル化の加速は自動車業界の動き

からも確認出来る。国内販売台数は2002年

に輸出販売台数を上回っていたが、2003年、

2004年に大幅に縮小した。他方、輸出が急

増したことにより輸出依存度が急上昇した

（図表４）。国内販売台数は2005年に増加に転

じたものの回復の勢いが弱く、輸出は海外現

地生産の進展にもかかわらず2007年まで増加

したため、輸出依存度は2007年に過去最高の

70.0％となった（2009年は世界経済減速の影

響により輸出が減少した一方、自動車買替減

税効果で国内販売が回復したため輸出依存度

は低下）。

企業がグローバル志向を強めたからといっ

て世界市場で成功するとはかぎらない。韓国

企業に共通するのは、品質やデザインの向上

に力を入れたことに加えて、新興市場の需要

取り込みに成功したことである。リスクの高

い新興市場での事業を迅速に進められたの

は、創業家出身のオーナー会長のトップダウ

ンによる意思決定の速さによるところが大き

いが、現地でシェアを高めることが出来たの

は以下の点にある。

第１に、需要が急拡大しているボリュー

ムゾーンをターゲットにしたことである

（注３）。例えば、現代自動車は中国とインド

で小型車中心の生産体制をとったため、現地

の需要をうまく取り込むことが出来た。日本

企業の場合、高品質を訴求出来るという判断

から中型車分野に進出したケースが多い。

第２は、今述べたことと関連するが、現地

の市場特性に合った製品を投入したことであ

る。重要なのは低価格（必要条件）と「適正

な」品質の組み合わせである。低価格を実現

するために「低機能化」だけを追求した製品

では消費者に受け入れられない。製品に現地

のニーズに合った機能が付加されているかど

図表４　韓国の国内自動車販売台数と輸出

（注）輸入車は含まれない。
（資料）Korea Automobile Manufacturers Association
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うかが選択の際の鍵となる。LGエレクトロ

ニクスの「コーラン内蔵の薄型テレビ」はそ

の一例といえよう。

第３に、グローバル化推進を前提とした

研究開発と人材育成を進めてきたことであ

る。サムスン電子は現地の市場特性に合った

製品開発に向けて研究開発拠点をグローバル

に編成するとともに、グローバル化に必要

な「国際化人材」の育成を計画的に進めてき

た（注４）。有名なのが90年に導入された「地

域専門家制度」である。社員に海外の文化や

習慣を習熟させてその国の「プロ」を育てる

と同時に現地での人脈を作ることが目的であ

る。入社３年目以上、課長代理クラスが対象

で、毎年200～ 300人を選抜し世界各国に派

遣される。最近は中東、アフリカ、中南米な

どの新興国への派遣が増えているという。派

遣先に１年間滞在して仕事の義務はないが、

多くの人はその後業務で現地に赴任する。

財閥系企業が「国際化人材」の増員を図る

一環として、新卒採用に際して海外留学生を

多く採用するようになったこと、幹部社員の

選抜において高い語学力を求めたことが、後

述する韓国社会における英語熱の高まりの一

因となった。

（2）�政府の積極的なFTA締結と経済外交

韓国政府もFTA網の拡大を通じて、企業の

グローバル展開を後押ししている。韓国は

2000年代初めまでFTAに対する取り組みの点

で日本よりも後れていたが、2003年からその

取り組みを積極化し始めた。同年８月に「同

時多発的」なFTAを推進する「FTAロード

マップ」が発表された。そこでは早期に推

進すべき対象国として日本、シンガポール、

ASEAN（東南アジア諸国連合）、メキシコ、

EFTA（欧州自由貿易連合）などが挙げられ

た（注５）。2004年10月に外交通商部にFTA

局が創設された（2005年より始動）。

政府がFTAの締結を積極的に推進するよ

うになった背景には、WTO（世界貿易機関）

での自由化交渉が進展しないこととアジアで

FTA締結の動きが広がってきたことがある。

2002年11月には、中国とASEANとの間で「中

ASEAN包括的経済協力枠組み協定」が署名

された。2000年代前半に国内の消費が低迷し

たことも、FTAの取り組みを積極化させる契

機になった。国内の市場規模が小さい韓国に

とって、他国に先行してFTA網を築くことに

より、①通商面での優位性確保、②企業のグ

ローバル展開の後押し、③これらを通じた国

際物流や金融機能の強化などが期待出来るか

らである。

2006年までにチリ、シンガポール、EFTA

との間でFTAを発効させた後、2007年６月１

日ASEANとの間で商品貿易協定発効、同30

日、アメリカと署名、2009年５月ASEANと

サービス貿易協定発効、７月にEU（欧州連合）

との交渉妥結、８月にインドと包括的経済協

力枠組み協定を署名するなど、FTA締結の動
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きを加速した（図表５）。

近年の取り組みで特徴的なことの一つは、

市場規模の大きい国・地域を優先（日本はア

ジアを優先）していることである。2010年に

インドとのFTAが発効したのに続き、EUと

のFTAが2011年７月１日に発効する予定であ

る。2010年６月29日、台湾と中国との経済協

力枠組み協定（ECFA）が調印されたため、

政府は中国との政府間交渉に乗り出す方針で

ある。もう一つは、韓国側の関心品目である

自動車などの工業製品分野で成果をあげるた

めに、相手国の要求を柔軟に受け入れてきた

ことである。例えば、チリとの間ではトマト、

キュウリ、豚肉などを10年以内に、アメリカ

との間では牛肉を15年以内に関税を撤廃する

こと、また争点であったスクリーン・クォー

タ（国内の映画館において国内で製作された

映画の一定基準以上の上映を義務付ける制

図表５　韓国のFTA締結の動き

2003 04 05 06 07 08 09 10

◇発効・署名・妥結済みのもの
チリ ４月１日発効
シンガポール ３月２日発効
EFTA ９月１日発効
ASEAN（商品貿易）＊ ６月１日発効
ASEAN（サービス貿易） ５月１日発効
アメリカ＊＊ ６月30日署名
ASEAN（投資協定） ６月２日署名
インド １月１日発効
EU ７月交渉妥結
ペルー ８月交渉妥結

◇交渉中のもの
カナダ ７月開始
メキシコ ２月開始
日本 12月開始 11月以降中断
GCC ７月開始
豪州 ５月開始
ニュージーランド ６月開始
コロンビア 12月開始
トルコ ４月開始

◇交渉開始に向けた動き
メルコスール 2005年５月、共同研究開始。2007年10月、同報告書を採択。
日中韓 2001年１月、共同研究開始。産・官・学共同研究を2010年５月開始。
中国 2007年３月、産・官・学の共同研究開始。
ロシア 2007年10月、共同研究開始。
イスラエル 2009年８月、共同研究開始。

（注）＊タイとは2009年２月27日署名、＊＊批准待ち。
（資料） 外務省経済局「日本の経済連携協定（EPA）交渉」（平成21年10月）、韓国通商外交部ホームページなど
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度）を縮小することで合意した。

インドとのFTAでは、インドは輸入額の

75％（韓国は85％）を占める品目で８年以内

に関税を撤廃する。自動車部品に対する関税

率（12.5％）は８年以内に１～５％に引き下

げられるため、現地で生産する現代・起亜グ

ループはコスト面で優位に立てる（注６）。

また、EUとのFTA最終合意案では、EUは

５年以内、韓国は７年以内に工業製品の関税

を撤廃する。韓国は自動車や家電など、EU

は化粧品や化学製品、ワインを含む農産物の

輸出拡大を期待している。争点の一つであっ

た豚肉に関しては、対チリ同様に10年以内の

撤廃で決着した。FTAが発効すれば、日本企

業が競争上不利な立場に置かれることは間違

いない。最大の影響を受けるのが自動車業界

である。EUは乗用車に10％、商用車に22％

の関税を課しており、自動車部品は発効と同

時、中大型乗用車は３年以内、小型自動車は

５年以内に撤廃する。韓国市場でも日本車は

影響を受ける。近年拡大する輸入車市場（主

に高級車）で日本車のシェアは上昇してきた

が、FTAの発効により欧州車の価格が下落す

れば、シェア低下は免れないであろう。

こうしたFTAの締結とならんで注目される

のは、李明博大統領の下で推進されている積

極的な経済外交である。大統領による積極的

な売込みが功を奏し、中東や南米などで原発

をはじめとする各種プラントの受注に成功し

ている。

このほか最近では、2010年９月６日、企画

財政部とアジア開発銀行の共催で、「メコン

川流域開発フォーラム」が開催され、韓国が

技術協力や民間投資促進などを通じてメコン

川流域開発計画に積極的に参加することを表

明した。９月14～ 17日には、アフリカ開発

銀行と韓国輸出入銀行との共催により韓国・

アフリカ閣僚級経済協力会議が開催された。

韓国政府は2012年までにアフリカへの政府開

発援助の規模を現在の２倍に拡大すること、

アフリカの中長期開発計画策定、農村地域の

近代化、産業の多角化を支援することを約束

したほか、韓国企業とアフリカ代表団との面

談の場を設け、韓国企業のアフリカ市場進出

を支援している。

（注１） 韓国の金融システムは長い間「官治金融」と呼ばれて
いた。61年に「金融機関に関する臨時措置法」にもと
づき国有化されて以降、民間銀行は資金配分や人事
面で政府の強い影響下に置かれた。

（注２） 87年６月29日の「民主化宣言」を契機に賃上げを求め
る運動が広がり、労働分配率は急上昇した。賃金の
上昇は80年代末に生じたウォンの切り上げとともに、労
働集約産業の海外生産シフトを促した。

（注３） 最近、インドでサムスン電子とLGエレクトロニクスは高級
品分野に進出し始めたと報道されている。これまでの戦
略が成功の継続を保証するものではなく、市場環境の
変化への迅速な対応が重要である。

（注４） 李炳夏［2006］によれば、国際化人材とは法人長育
成課程、駐在員派遣前課程などの約１年間にわたる
長期国際化教育の履修者、海外大学で勉強して入社
した人、または１年以上の海外勤務経験がある人をい
う。

（注５） 日本と韓国は2003年12月から経済連携協定の政府間
交渉を開始したが、農水産物市場の開放をめぐる意見
対立など（他に貿易不均衡、非関税障壁、産業協力
などでの認識の相違）を契機に、2004年11月以降、交
渉が中断している（2008年から再開に向けての協議は
実施）。

（注６） 2010年９月、日本とインドの間のEPA（経済連携協定）
交渉が大筋で合意された。ただし、関税がゼロになるま
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での年数は多くの品目で10年を要する上、完成車が例
外扱いとされたほか、自動車部品に関しては具体的な
品目および関税削減幅などは決まっていない。

２．高まる新興国への依存度

世界経済において新興国が台頭するなか

で、韓国経済の新興国に対する依存度が上昇

している。そのことを以下で貿易面、投資面

から明らかにしていく。

（1）�中国が輸出・輸入ともに最大の相手国
に

近年における世界経済の特徴の一つに、新

興国の台頭があげられる。リーマン・ショッ

ク後の世界経済後退により新興国のなかには

深刻な経済危機に陥ったところもあるが、中

国やインド、ブラジルなどでは比較的早期に

回復に転じ、世界経済の回復に貢献している。

新興国の成長加速ならびに世界経済におけ

るプレゼンスの高まりは、韓国の輸出にも表

れている。90年以降の地域別構成をみると

（図表６）、欧米（基本的にアメリカ）のシェ

アが趨勢的に低下してきた（アジア通貨危機

の影響で97年、98年は一時的に上昇）一方、

アジアを含むそれ以外のシェアが上昇してき

たことがわかる。とくにリーマン・ショック

を契機に欧米の景気が著しく悪化したため、

2009年には欧米のシェアは26.7％へ低下し

た。90年代初頭の50％前後から半分程度にま

図表６　韓国の地域・国別輸出構成比

（注）2010年は７月まで。
（資料）CEICデータベース
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で低下したことになる。欧米における現地生

産の進展や第三国への生産シフトなどを考慮

しても、大きな変化といえる。

なかでもアメリカのシェアは91年の25.8％

から2009年に10.4％へ低下した。これには、

80年代後半に生じたアメリカとの通商摩擦と

ウォンの切り上げ、94年の北米自由貿易協定

（NAFTA）の発効などを受けて、韓国企業が

アメリカでの現地生産とアジアへの生産シフ

トを開始したことが影響している。

アジアへの生産シフトは当初労働集約産業

を中心に、タイ、マレーシア、インドネシア

などASEAN諸国へ向かった。履物ではイン

ドネシアへの生産シフトが進んだため、履物

が同国の主力輸出製品へ成長した。その後、

次第に中国への生産シフトが広がった。最終

財の生産シフトによって原材料、部品、機械

設備など生産財の輸出が誘発されたほか、中

国の所得水準の上昇に伴い消費財の輸出も次

第に増加した。2002年から2004年まで対中輸

出は前年比30％以上の伸びが続き、2003年に

は中国がアメリカを抜いて韓国の最大の輸出

相手国となった（図表７）。

対中輸出依存度は2005～ 08年まで21～

22％で推移していたが、2009年23.9％、2010

年（７月まで）25.1％へ上昇したように、中

国のプレゼンスが再び高まっているのが最近

の特徴である。これには中国における内需拡

大策が関係している。リーマン・ショック後

の世界経済の後退により中国では輸出が急減

し、2009年１～３月期の実質GDP成長率は

6.5％にまで低下した。この影響で韓国の対

中輸出も減少した。その後、中国政府がマク

ロ政策の目標を従来の「景気の過熱防止」か

ら「安定的で比較的速い経済発展の維持」に

変更し、内需の拡大を積極的に図った結果、

対中輸出は回復に向かった。とくに「家電下

郷」（家電を農村に）プロジェクトの実施に

より中国での液晶テレビなどの生産が増加し

たのに伴い、韓国から液晶パネルや半導体、

電子部品などの輸出が増加し、輸出回復の牽

引役になった。

中国とは対照的に、日本のプレゼンスは90

年以降低下し、2009年の輸出全体に占める

シェアは6.0％となった。世界全体のGDPに

占める日本のシェア低下が示すように、日

本の「市場としての役割」が急低下してい

図表７　韓国の貿易依存度
（％）

アメリカ 日本 中国
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

1991 25.8 23.2 17.2 25.9 1.4 4.2

96 16.7 22.2 12.2 20.9 8.8 5.7

2000 21.8 18.2 11.9 19.8 10.7 8.0

01 20.7 15.9 11.0 18.9 12.1 9.4

02 20.2 15.1 9.3 19.6 14.6 11.4

03 17.7 13.9 8.9 20.3 18.1 12.3

04 16.9 12.8 8.5 20.6 19.6 13.2

05 14.5 11.7 8.4 18.5 21.8 14.8

06 13.3 10.9 8.2 16.8 21.3 15.7

07 12.3 10.4 7.1 15.8 22.1 17.7

08 11.0 8.8 6.7 14.0 21.7 17.7

09 10.4 9.0 6.0 15.3 23.9 16.8

10 10.7 9.9 5.8 15.3 25.1 16.7

（注）2010年は７月まで。
（資料）Korea International Trade Association
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る。ただし、輸入面では輸出面ほどの落ち込

みをみせていない。最大の輸入相手国の地位

を2007年に中国に譲ったものの、2009年の対

日輸入依存度は前年の14.0％から15.3％へ上

昇し、対中輸入依存度の16.8％に迫った。韓

国の輸出回復に伴い対日輸入が増加したよう

に、日韓貿易には「補完的」な関係が存在す

る。これは、韓国が輸出生産に必要な高品質

の素材、基幹部品、製造装置を日本に大きく

依存しているからである。また最近では、自

動車のような耐久消費財の輸入増加も赤字要

因となっている。

（2）�輸出面でプレゼンスを増す「アジア以
外の新興国」

90年以降、アジアとりわけ中国への依存度

が上昇したが、近年では、欧米とアジアを除

く地域のプレゼンスが着実に高まっている。

先の地域・国別輸出構成比に戻ってみると

（図表６）、アジアのシェアが2003年の51.2％

から2009年に52.5％となったのに対して、欧

米とアジアを除く地域のシェアは13.3％から

20.8％へ上昇したように、「アジア以外の新

興国」のプレゼンスが高まっている。実際、

中東、中南米、オセアニア向けの伸び率がア

ジアを上回る年が多くなっている（図表８）。

2005年から2009年にかけて韓国の輸出額が

1.3倍となるなかで、オセアニア向けは2.7倍、

中東向けは2.0倍、中南米向けは1.8倍（ブラ

ジルは2.2倍）に増加した。アフリカ向け輸

出は1.4倍であった（最大の輸出相手国はリ

ベリアで南アフリカ、ナイジェリアと続く）。

中南米ではブラジル向けが2008年に前年比

69.9％増となった。景気が減速した2009年は

▲10.4％となったが、2010年（７月まで）は

94.3％へ急回復している。サムスン電子は現

地生産を始めているが、高級品は韓国から輸

出している。また、自動車は韓国から輸出し

ており、近年ブラジルでのシェアが伸びてい

る。2009年から対中輸出の増勢が再び強まっ

たことやFTA発効に伴いインド向け輸出の伸

びが加速したことにより、2010年はアジア向

けが高い伸びとなったが、中南米向けはそれ

をさらに上回っている（図表８）。

近年、韓国の輸出戦略に注目が集まってい

るが、同国の輸出依存度は世界的にみて決し

図表８　地域別輸出伸び率

（資料）CEICデータベース
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て高くはなく、OECD諸国のなかでは平均的

である（図表９）。一般的に経済規模の小さ

い国ほど輸出依存度が高くなり、アジアでも

シンガポール、香港、マレーシア、タイ、台

湾などが韓国を上回っている。日本と比較し

て、アジアを含む新興国向けの輸出依存度が

高いように（図表10）、新興市場を積極的に

開拓しその需要の取り込みに成功したことが

韓国の特徴である。繰り返しになるが、創業

家出身のオーナー会長のトップダウンによる

意思決定の速さ、現地の市場特性に合った製

品を投入するマーケティング力、現地市場に

精通した「国際化人材」などがそれを支えて

いる。

（3）近年分散化する直接投資先

輸出の地域別構成を変化させる一因に、韓

国企業による海外生産（輸出先での現地生産

や第三国への生産シフト）がある。以下では

対外直接投資の動きをみる。

①2003年から急増した対中投資

韓国の対外直接投資額（本稿では韓国輸出

入銀行のデータを利用）は80年代末から増加

した。80年代後半に貯蓄率が投資率を上回り

経常収支が黒字に転じた（ただし黒字基調と

なったのは通貨危機後）ことに加えて、80年

代末に生じた対米ドルレートの大幅切り上げ

と賃金の上昇、90年代に実施された対外投資

の自由化などがその背景にある。

最近までの推移をみると（図表11）、①90

図表９　OECD諸国の輸出依存度

（資料）World Bank, World Development Indicators
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図表10　韓国と日本の輸出の地域別構成

（注）韓国の場合、日本は「その他」に入る。
（資料）IMF, Direction of Trade Statistics
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年代半ばまで増加基調が続いたこと、②通貨

危機の影響により99年に減少した後増加に転

じたものの、2000年代初めの世界的なIT不況

の影響で2002年に再び減少したこと、③2003

年以降増勢が強まったことなどがわかる。

注目されるのは2006年、2007年に急増し、

その後も高い水準を維持していることであ

る。この要因としては、①世界的な景気拡大、

②新興国における成長加速、③国内における

貯蓄超過、④ウォン高の進展（通貨危機後に

急落したウォンの対米ドルレートは2001年以

降増価）などが指摘出来る。2007年は世界の

直接投資額が過去最高となったが、韓国の対

外直接投資額が世界全体に占める割合は2001

年の0.1％から2007年に0.7％へ上昇した（数

字はUNCTADの直接投資データベース）。

直接投資の急増は国際収支ベースの直接投

資勘定（ネット）にも表れており、2006年以

降韓国から海外への資本流出（海外企業の引

き揚げ分を含む）が海外からの資本流入（韓

国企業の引き揚げ分を含む）を大幅に上回る

状態が続いている（図表12）。

つぎに、韓国輸出入銀行のデータに戻って、

90年以降投資先がどのように変化してきたか

をみよう。90年はアメリカのシェアが36.8％

であった（図表13）。通商摩擦やウォン高を

契機に韓国企業の現地生産が進んだことや研

究開発拠点が設置されたことによる。90年代

後半にアメリカのシェアは再上昇したが、趨

勢的には低下傾向にある。ただし、輸出面の

ように際立った低下を示しているわけではな

い。市場規模の大きさや基礎研究力の高さ、

技術革新を生み出す環境などが対米投資の誘

因と考えられる。投資累計額でもアメリカは

依然として第１位である。2009年末現在の投

資累計額の上位（括弧内はシェア）は、①ア

メリカ（21.3％）、②中国（20.8％）、③香港

（6.6％）、④ベトナム（4.0％）、⑤オランダ

（3.5％）となっている。

欧州はシェアの変動が大きい。2001年は

全体の41.3％を占めたのに対して、2003年は

4.9％にとどまった。近年シェアは上昇傾向

にあるが、これは加盟国が増加し（注７）、

市場の拡大が見込まれるEU向けに、生産コ

ストの安い旧東欧諸国で生産が開始されたた

めである。

図表11　韓国の対外直接投資

（資料）韓国輸出入銀行、対外直接投資データベース
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アジア（中国＋その他アジア）のシェアは

90年代に入って以降上昇し、95年には54.6％

となった。通貨危機後に大幅に減少したため、

2001年に26.8％へ低下したが、その後上昇に

転じ、2005年は過去最高の58.7％となった。

アジアのシェアが高まったのは前述した対中

投資の増加によるところが大きい。92年の中

国との国交正常化、中国における改革・開放

政策の加速などを受けて対中投資額は増加し

た（当初は韓国で比較劣位化した労働集約製

品が中心）。WTO加盟（2001年）を契機に中

国国内における規制緩和が進んだことと所得

水準の上昇に伴い中国国内の需要が拡大し始

めたことなどにより、対中投資額が急増した。

図表12　韓国の直接投資収支

（資料）韓国銀行、Economic Statistics System
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図表13　韓国の対外直接投資額の地域・国別構成比
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2003年から2005年にかけて中国のシェアは

35％以上となり、中国傾斜が一段と強まった

（図表13）。この時期には、家電や自動車など

の分野での現地販売をめざしたものが目立っ

た。サムスン電子が携帯電話やパソコン、デ

ジタル家電などの生産を相次いで開始したほ

か、現代自動車は合弁で2002年に乗用車の生

産を開始した。

②�2008年から減少した対中投資額が再び増加

の兆し

対中投資額は2007年をピークに2009年まで

減少した（図表14）。大型投資がほぼ一巡し

た上、欧米との通商摩擦とそれを契機にした

人民元切り上げ圧力の高まり、沿海部におけ

る賃金上昇や電力不足など同国の投資環境が

急速に悪化したこと、また、中国政府が従来

の外資優遇策を見直し、外資の選別化を強め

たことが影響したと考えられる。

その一方、欧州や「その他アジア」、「その

他」地域への投資が増加したため、中国のシェ

アは2009年に10.7％へ急低下し、全体として

分散化が強まった。注目されるのはベトナム

が毎年上位にあるほか、カンボジアが2007年

に８位、インドネシアが2008年と2010年上期

に10位に入るなど、ASEAN加盟国が主要な

投資先になったこと、また、ブラジルやロシ

アなどのほか（注８）、スロバキアやカザフ

スタンなど旧社会主義諸国など新興国向けの

投資が増加していることである。

対ベトナム投資が増加したことには、①成

長持続に伴う市場の拡大、②WTO加盟（2007

年１月）に伴う投資環境の改善、③「チャイナ・

リスク」への対応などが関係している（注９）。

近年、サムスン電子が携帯電話の生産を開始

した。携帯電話の海外生産はブラジル、中国、

インドに続くもので、主に低中機種を生産す

る（高級機種は韓国で生産）。POSCOが冷延

工場（2009年稼動）に続き、熱延、亜鉛メッ

図表14　韓国の対外直接投資先上位10国
（100万ドル）

2005 06 07 08 09 10（上）
国名 金額 国名 金額 国名 金額 国名 金額 国名 金額 国名 金額

１ 中国 2,847 中国 3,435 中国 5,483 アメリカ 5,134 アメリカ 3,560 中国 1,505

２ アメリカ 1,266 アメリカ 1,830 アメリカ 3,466 中国 3,816 カナダ 2,420 アメリカ 874

３ ベトナム 332 香港 877 ベトナム 1,320 香港 2,543 中国 2,084 ドイツ 740

４ 香港 277 バミューダ 650 香港 1,291 ベトナム 1,363 イギリス 1,680 カナダ 535

５ スロバキア 224 ベトナム 596 アイルランド 818 カザフスタン 822 香港 1,565 オランダ 410

６ ブラジル 175 カナダ 390 ノルウェイ 792 オランダ 673 オランダ 1,023 ベトナム 326

７ 日本 159 シンガポール 305 オランダ 659 豪州 580 ベトナム 590 香港 224

８ パナマ 154 スロバキア 287 カンボジア 630 シンガポール 553 アイルランド 518 シンガポール 166

９ シンガポール 128 日本 251 チェコ 536 バミューダ 535 ロシア 426 ブラジル 156

10 豪州 106 カザフスタン 249 日本 525 インドネシア 529 ケイマンアイランド 406 インドネシア 151

（資料）韓国輸出入銀行データベース
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キ工場を順次建設する計画である。ロッテは

ディスカウント店の「ロッテマート」の第一

号店を2008年にホーチミンに出店した。

ASEANではカンボジアとインドネシアへ

の投資が増加した。カンボジア投資委員会の

統計（認可ベース）によれば、2008年に韓国

は中国に次ぐ投資国となった（注10）。製造

業では繊維（衣服）分野への投資が多い。イ

ンドネシアへの投資が増加したのは、成長の

持続に伴い自動車や携帯電話など消費市場が

急拡大していることがある。また、中国やベ

トナムから工場が移転しているように、生産

拠点としての魅力も増している。2010年８月

４日、POSCOがインドネシア国営の鉄鋼会

社クラカタウスチールと、年産600万トン規

模の一貫製鉄所を建設することで合意したと

発表した（出資比率はPOSCOが70％、クラ

カタウスチールが30％）。

近年、投資先は分散化してきたが、2010

年に入り、対中投資が再び勢いづいている

（図表14）。先進国の景気回復が遅れているこ

とにもよるが、2010年上期の対外直接投資額

に占める対中投資額は21.8％となった。内需

の拡大や地域開発の推進などにより、その市

場の潜在成長力が改めて注目されたためと考

えられる（注11）。現代自動車は2010年、同

国での第三工場の建設に着工した（2011年に

稼動予定）。稼動すれば年間生産能力（傘下

の起亜自動車も含む）は130万台以上となる。

サムスン電子とLGディスプレイは7.5世代の

液晶パネルの生産を開始する計画である。

（注７） EUは2004年５月１日に10カ国の新規加盟国を迎え入れ
た。旧ソビエト連邦諸国３カ国（エストニア、ラトビア、リ
トアニア）、東欧諸国４カ国（チェコ、ハンガリー、ポーラ
ンド、スロバキア）、旧ユーゴスラビア構成国１カ国（ス
ロベニア）、および地中海に浮かぶ島国２カ国（キプロ
ス、マルタ）である。2007年１月１日にはブルガリアとルー
マニアが加盟し、加盟国数は27カ国になった。

（注８） 韓国のインドへの投資額は現代自動車やサムスン電子
などの投資が行われた90年代後半に増加した。

（注９） 2009年に減少した一因に、ベトナムの成長鈍化がある。
同国では2005年から３年連続で８％台の成長が続いた
が、景気の過熱に伴い貿易収支の悪化と２桁のインフ
レが生じたため、2008年入り後政府が引き締め政策を
本格化した。世界経済後退の影響と重なり、2009年は
5.3％の成長となった。

（注10） 2008年の外国からの直接投資上位は、①中国（43億
ドル）、②韓国（12億ドル）、③アメリカ（７億ドル）。中
国からの投資は水力発電所、通信、農業、衣服、観
光などに及んでおり、中国政府もダム、道路、橋梁、農
村電化などのプロジェクトに借款を供与している。

（注11） この傾向は日本でもみられる。国際協力銀行による「海
外直接投資アンケート調査」（2009年度）において、中
期的に有望な投資先としての中国の得票率が４年ぶり
に上昇した。

３．�グローバル化の成果と国内
に残された問題

これまでみてきた韓国企業によるグローバ

ル展開は経済全体にどのような影響を及ぼし

ているのであろうか。以下ではその成果と国

内に残された問題点を取り上げる。

（1）グローバル化の成果

グローバルな事業展開は企業収益に貢献し

ているほか、マクロ的にも以下のようなプラ

ス効果をもたらしている。

第１は、輸出が成長の牽引役となっている

ことである。IT機器（半導体や液晶パネル、
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デジタル家電、携帯電話など）、自動車、造

船などの輸出産業が成長したことにより、世

界経済が拡大した2006年、2007年には輸出の

成長への寄与度はそれぞれ4.5％、5.0％と高

くなった（図表15）。またクレジットカード

債務危機によって2003年、2004年は民間消

費がそれぞれ▲0.2％、0.2％と低迷したもの

の、輸出が著しく伸びたため、2.9％、4.6％

の成長となった。さらにリーマン・ショック

後、韓国は他国に先駆けて景気回復を遂げた

が、それには政府の迅速な景気対策とともに

輸出の回復が貢献した。対中輸出依存度の高

い韓国にとって、対中輸出の急速な持ち直し

が輸出回復に寄与したことは前述した通りで

ある。

輸出生産の拡大に伴う設備投資の増加や所

得増加を通じた消費の拡大などを考慮する

と、輸出の成長への寄与度はさらに大きいも

のとなる。

第２は、輸出の拡大によりIT産業の集積す

る地域が成長していることである。2002年と

2008年における地域総生産全体に占める各行

政区域の割合を算出すると、上昇幅上位３地

域は、①京畿道の2.7％ポイント（17.6％から

20.3％）、②忠清南道の1.8％ポイント（4.4％

から6.2％）、③慶尚北道の0.4％ポイント

（6.6％から7.0％）であり、伸び率では忠清南

道が最高となった（図表16）。

京畿道の経済力が相対的に増した要因は、

ソウル特別市からの工場移転と80年代末に開

始された「新都市」の建設に伴う人口流入と

商業の発展などに加えて（注12）、IT関連機

器産業の集積が指摘出来る。IT関連機器企業

の約４割が京畿道に集中しており（図表17）、

同地域の製造業全体に占めるIT関連機器企

業数の割合は全国平均の２倍となっている。

LGディスプレイは第７世代以降、それまで

の亀尾市（慶尚北道）に代わり、坡州市に設

立した工場で生産を開始している。これを受

けて、中小の部品メーカーが進出し、同市に

液晶ディスプレイクラスターが形成されたほ

か、平澤市には日系を含む外資系企業が相次

いで進出した。また、忠清南道の生産が著し

く伸びた要因には、首都圏（ソウル特別市、

仁川広域市、京畿道）での工場立地規制に伴

う工場進出のほかに、自動車の生産（牙山市

図表15　韓国の需要項目別成長寄与度

（注）2010年は上期。
（資料）韓国銀行、Economic Statistics System
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に現代自動車の工場）拡大と最近におけるIT

関連機器産業の成長がある。サムスングルー

プは液晶パネルの生産を第３世代以降、それ

までの器興区（京畿道）から天安市に移し、

第７世代からは天安市の近くの湯井市で生産

を開始している。液晶パネルの生産開始に伴

い、同パネル用のガラス基板も天安市で生産

されるようになった。

第３は、対外直接投資が増加したことによ

り、国際収支の「投資収益」が黒字に転換し

たことである。「投資収益」は、韓国が対外

直接投資や証券投資などにより積み上げた資

産が生み出す収益（配当や利子など）から、

海外の諸国が同様に韓国で積み上げた資産が

生み出す収益を差し引いたものである。投資

収益は2000年代に入り赤字幅が縮小し、2008

年、2009年にはそれぞれ57億ドル、48億ドル

の黒字を記録した（図表18）。

「投資収益」とは対照的に、「雇用者報酬」

は2009年に赤字に転じた。「雇用者報酬」の

赤字は、韓国の居住者が海外で稼得した報酬

よりも、非居住者が韓国で稼得した報酬が上

回ったことを表している。以前には多くの韓

国人が海外で建設労働などに従事したが、近

年その数が減少し、反対に韓国で就労する外

国人が増加している現実を反映しているとい

える。

第４は、コンテナ取扱量の増加に示される

ように、国際物流業務が成長していることで

ある。2008年のコンテナ取扱量の上位５港は、

図表16　行政区域別総生産の構成比変化
（2002年と2008年）　

（資料）Korea Statistical Yearbook
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図表17　IT関連機器企業数の地域別構成

（注） IT関連機器は電子部品、コンピュータ、通信機器、精
密機械、光学機器、電機機械など。

（資料）図表16と同じ
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①シンガポール、②上海、③香港、④深圳、

⑤釜山である。近年、中国の経済発展に伴い

上海と深圳の取扱量が急増しているが、釜山

港でも着実に増加している。釜山港は日本を

含む海外の近隣港湾との間を小型コンテナ船

によりフィーダー輸送して同港で大型船に積

替えるなど、東北アジアのハブ機能を担って

いる。政府は釜山新港（既存の釜山港から西

方25キロメートルの場所に位置）の建設を進

めて取り扱い能力の増強を図っている。また、

釜山新港の北側コンテナターミナルの背後に

国際物流団地を建設している。

（2）2000年代に顕在化した問題点

グローバル化の進展に伴いその成果が表れ

る一方、2000年代に国内では以下のような問

題点が顕在化した。

①雇用創出力の低下と若年層の就職難

通貨危機の影響で失業率（年平均）が97年

の2.6％から98年に7.0％へ上昇した後、景気

の急回復により2001年に4.4％へ低下し、翌

年以降３％台で推移している。世界的にみる

と韓国の失業率は低水準であるが、2000年代

に入って雇用創出力の低下が顕在化した。と

くにこれと関連して、若年層（とくに大学新

卒者）の就職難が大きな問題となった。

最近５年間の雇用創出（就業者数の対前年

増加数）は2004年の41.8万人が最大であり、

それ以降は30万人を下回り、景気が減速した

2009年は７万人の減少となった。

雇用創出力が低下した要因の第１は、総

固定資本形成が伸び悩んでいることがある

（図表19）。これには内需の増勢が弱いことと、

企業が海外での投資を拡大したことなどが影

響している。

第２は、主力輸出産業である電気電子機械

では中間財の多くを輸入しているため、輸出

が拡大しても国内における生産誘発効果が小

さく、その結果として雇用機会の創出も少な

くなることである。韓国銀行の2008年の産

業連関表によると、輸出の25.9％が電気電子

機械、17.9％が輸送機械であり、ついで化学

製品（10.1％）、一般機械（6.0％）の順であ

る。最大の輸出産業である電気電子機械の輸

入誘発係数（最終需要が１単位増加すると何

単位の輸入を誘発するか）は0.501と高いた

図表18　韓国の所得収支

（資料）韓国銀行、Economic Statistics System
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め、生産誘発係数（最終需要が１単位増加

すると国内生産を何単位増加させるか）は

1.863と、製造業全体の2.061を下回っている

（図表20）。

しかも電気電子機械を含む製造業では資本

集約化が進んだこともあり、雇用誘発効果は

低下傾向にある。製造業の雇用誘発者数（10

億ウォンの最終需要が生まれた場合）は95

年の19.3人から2000年に13.2人、2005年には

10.1人へ減少した。サービス産業の雇用誘発

者数も減少しているが、95年29.5人、2000年

21.5人、2005年18.4人と製造業を大幅に上回っ

ている。

第３は、今述べた雇用創出効果の高いサー

ビス産業の成長が相対的に遅れていることで

ある。90年代以降、サービス産業の成長率が

製造業の成長率を下回ることが多く、とくに

民間消費が低迷した2000年代前半は大きく下

回った（図表21）。

韓国では規模の小さい個人商店が多く、小

売・卸業の近代化が遅れている。このこと

は、就業者全体に占める「卸・小売・飲食・

ホテル」業の割合の高さからもうかがえる

（図表22）。付加価値額全体に占める同産業の

割合は9.8％（アメリカ15.0％、日本13.1％）

であるため、生産性の低さがわかる。製造業

と比較してサービス産業の発展が遅れた一因

として、規制（外国からの直接投資を含む）

の多さが指摘されている。後述するように、

政府が規制緩和を通じてサービス産業とくに

「知識基盤的な」サービス産業（通信、金融・

保険、教育、法務・会計、コンサルティング

図表19　実質GDP成長率と就業者数など

（資料）韓国銀行、Economic Statistics System
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図表20　生産誘発係数と輸入誘発係数

（資料）韓国銀行、2008 Input-Output Tables
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などの対事業所サービス）の成長を促してい

るのはこのためである。

雇用創出力の低下と関連して、大きな社

会問題となったのが若年層の就職難である。

2000年以降の失業率をみると、全体の失業率

（年平均）が2000年の4.4％から2009年に3.6％

へ低下したのに対して、大学の新卒が多く含

まれる25～ 29歳の失業率は6.0％から7.1％へ

上昇している（図表23）。なかでも男性の場

合、7.3％から9.0％へ上昇した（注13）。注意

したいのは「事実上の失業率」ははるかに高

いことである。失業統計に表れない短時間労

働者、就職に備えて通学（就職予備校や大学

院）したり公務員試験の勉強に専念している

者（注14）、求職活動をしていない者を加え

た「事実上の失業率」は20％を超えると推

計されている。また15～ 34歳におけるニー

ト（教育を受けておらず、労働や職業訓練も

していない若者）の数が2004年の33万人から

2009年には43万人へ増加している（数字は統

計庁）。

失業問題が若年層に集中しているのが韓国

の特徴である。このことは他のOECD諸国と

比較すると明らかである。OECD加盟国のな

かで、韓国の全体および若年層の失業率は低

い方に属するが、後者を前者で除した比率は

最も高い（図表24）。

それでは、なぜ25～ 29歳の失業率が高く

図表21　製造業とサービス産業の成長率

（資料）韓国銀行、Economic Statistics System
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農林業 鉱工業 電気・ガス・
水道　　　 建設 卸・小売・　

飲食・ホテル
運輸・　　
倉庫・通信

金融・保険・
不動産　　

対地域・　
社会・個人
サービス　

アメリカ 1.5 11.8 0.8 8.1 21.3 4.3 17.6 34.5

日本 4.2 18.8 0.5 8.6 23.7 6.2 14.3 22.5

イギリス 1.3 13.4 0.6 8.0 19.0 6.7 15.8 35.1

ドイツ 2.3 22.3 0.9 6.6 17.7 5.6 13.7 31.0

イタリア 4.0 21.2 0.6 8.4 20.2 5.4 13.8 26.4

韓国 7.4 17.7 0.4 7.9 24.4 6.4 13.5 22.4

（資料）ILO LABORSTA
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なったのであろうか。まず指摘出来るのは、

通貨危機後企業が即戦力を求めて中途採用を

優先するとともに、賃金の安い非正規労働

者の採用を増やしたことである。「経済活動

人口調査」で従業員300人以上の大企業にお

ける若年層の占める割合をみると、96年の

36.7％から2002年に25.0％へ低下しており、

若年層の採用が絞られたことがわかる。

つぎに指摘出来るのは、大学進学率の急上

昇と大卒者の大企業就職願望（背後に家族の

期待）の強さである。大学の新設や入学定員

の増加に加え、「より良い」職につく目的で

大学へ進学する者が増加した結果、大学進学

率は90年の33.2％から2009年に81.9％へ上昇

した。雇用環境が厳しさを増すなかで「より

良い」職をめざす競争は激しくなり、社会の

教育熱は否応なく高まった。とくに最近では

英語熱の高まりにより、英語学院や早期留学

図表23　若年層の失業率

（資料）統計庁、Korean Statistical Information Service
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などに多額の費用がかかっている。教育費は

増大する傾向にあり、勤労者の世帯（単身世

帯を除く）平均支出に占める教育費の割合は

2003年の8.4％から2009年に10.5％へ上昇した

（図表25）。

教育投資は経済の発展にとって好ましい

とはいえ、家計にとって大きな負担となる。

OECDの統計によれば、教育費の私費負担の

割合は韓国が加盟国のなかで一番高い。しか

も、国内の一流大学を経て留学したとしても、

大企業に就職出来るのはほんの一握りでしか

ない。こうした競争システムは大企業にとっ

ては優秀な人材を確保する上で適したもので

あろうが、そこから脱落する人たちが圧倒的

に多い。大企業に続く中堅企業の層が薄いこ

とも問題を難しくしている。学歴に見合う「質

の高い（働きがいのある）仕事」が少ないこ

と、雇用機会があったとしても非正規労働で

あることなどが、高学歴の「無業者」を生み

出している。

こうした一方、中小企業では人手を確保す

るのが難しく（雇用のミスマッチ）、海外か

らの就労者に頼らざるをえないのが現状であ

る（注15）。また、国内での就職が難しいた

め、近年海外での就職をめざす若者が増えて

いる。政府も2008年、５年間に計10万人を海

外に送り出す「グローバル青年リーダー 10

万人養成」（５万人の海外就業、３万人の海

外インターンシップ、２万人の海外ボラン

ティア）を提唱し、この動きを後押ししてい

る。海外での就職支援は若年失業問題への対

応のほかに、将来を見据えた国際化人材の育

成という面もある。海外でのビジネス経験を

通じて得た知識と人脈が将来の韓国経済にプ

ラスに作用すると期待されるからである。

②非正規雇用の増加と拡大した所得格差

つぎに、問題になったのが非正規雇用の増

加と所得格差の拡大である。通貨危機後に構

造改革の一環として労働市場改革（整理解雇

制と派遣労働の導入など）が実施され、非正

規労働者が増加したことが所得格差拡大の一

因となっている。

まず、非正規労働者数の推移をみよう

（注16）。「経済活動人口付加調査」（2006年

まで年１回の８月に実施、2007年から３月、

８月の２回実施に変更）によれば、雇用者

図表25　家計の教育費負担

（資料）統計庁、Korea Statistical Information Service
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全体に占める非正規労働者の割合は2001年

の26.8％から2004年に37.0％へ上昇し、そ

の後2005年36.6％、2006年35.5％、2007年

35.9％と高止まりした。2007年以降をみると

（図表26）、非正規労働者数が減少し正規労働

者が増加したことにより同割合はゆるやかに

低下し、2009年３月は33.4％となった。ただ

し、2008年８月から2009年３月にかけて全体

の雇用者数が減少したことを勘案すると、非

正規労働者の減少は正規労働者への転換に

よってではなく、非正規労働者を対象とした

雇用調整によるところが大きいと考えられる

（注17）。

非正規職の処遇改善を目的に、2007年７月

に「非正規職保護法」が施行された（公共機

関と従業員規模300人以上の大企業でまず適

用され、100～ 300人未満の企業は2008年７

月１日、５～ 100人未満の企業は2009年７月

１日より適用）。雇用期間が２年を超えた有

期雇用者は期限のない雇用へ転換すること、

派遣労働者は直接雇用とすること、賃金・勤

務条件で正規労働者との処遇格差を是正する

ことが義務づけられた。

労働部（2010年７月に雇用労働部に改称）

によれば（Ministry of Labor［2009］）、最初

の８カ月間に公共機関で68,000人、民間で

27,000人が正規労働者へ転換した。その一

方、契約を打ち切る動き（この点の罰則規

定はなし）が拡大したため、「非正規職保護

法」の効果を疑問視する見方が出た。これを

裏づけるかのように、その後実施された調査

（Ministry of Employment and Labor［2010a］）

によると、大企業で2009年４月に契約期間が

終了した人のうち、契約を打ち切られた人の

割合は54.3％（全体は23.5％）、正規労働者に

転換した人は18.7％（14.7％）、契約を更新さ

れた人は26.1％（55.4％）であった。

2009年に入り正規労働者の雇用が伸び悩ん

だこともあり、雇用者全体に占める非正規労

働者の割合は2009年８月に34.9％へ上昇した

（図表26）。

非正規労働者の月平均賃金は正規労働者の

約60％、賞与がある者は全体の約４分の１で

あるため、その増加は所得格差の拡大につな

がる。『家計調査年報』のデータにもとづく

と、全国世帯（単身世帯と農家を除く）にお

図表26　正規・非正規労働者数

（資料）統計庁「経済活動人口付加調査」
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けるジニ係数（１に近いほど不平等度が大き

い）は、①収入ベースでは2003年から2008年

まで上昇したこと、②可処分所得ベースでは

2007年まで上昇している（図表27）。可処分

所得ベースでの方が低くかつ上昇幅が低いこ

とは、所得の再配分メカニズムが機能してい

ることを示唆する。2009年にジニ係数が低下

したのは、景気減速の影響を抑えるために、

政府が「希望勤労事業」（公共の仕事を提供し、

月83万ウォンを現金および商品券で支給）な

ど低所得層に対する支援策を実施したことに

よるものである（注18）。

こうした一方、第５分位（上位20％）の所

得の第１分位（下位20％）の所得に対する

比率、相対的貧困率（等価所得が中央値の

半分に満たない割合）は上昇し続けており

（図表28）（注19）、格差が依然として拡大し

ていることがうかがえる。

注意したいのは、非正規労働の増加が少子

化を加速させる要因となっていることであ

る。韓国の合計特殊出生率（以下、出生率）

は91年の1.71から2000年に1.47へ低下した後、

2001年に日本を下回る1.30、2005年には1.08

へ急低下した（図表29）。2000年代に入り少

子化が加速した主因として、所得・雇用環境

が悪化したこと、養育（育児ならびに教育）

費の負担が増加していることが指摘されてい

る。出産を中断する（子供二人以下の世帯を

対象）理由として、所得が低い層では所得・

雇用の不安定が１位で、所得の高い層では養

図表27　 全国世帯（単身世帯と農家を除く）に
おけるジニ係数

（資料） 統計庁「Household Income&Expenditure Trends in the 
Fourth Quarter and in 2009］
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育費の高さが１位となっている（大統領諮問

政策委員会『先進福祉韓国のビジョンと戦

略』）。

また、女性の労働市場への参加が進むなか

で、ワークライフバランスの実現が難しいこ

とも問題点として指摘された。

盧武鉉政権は2006年７月、育児・教育費の

支援、保育サービスや育児休業制度の拡充な

どを含むワークライフバランスの実現などを

盛り込んだ「低出産高齢社会基本計画」（セ

ロマジプラン2010）を発表した（注20）。５

年間で総額32兆７千億ウォンを投入し、2010

年までに出生率をOECD加盟国平均の1.6まで

回復させることをめざした。

出生率は2006年から２年連続で上昇したが

（2006年が「双春年」、2007年が「黄金の豚年」

と縁起の良さも影響）、2008年に再び低下し、

2009年は1.15となった（図表29）。この要因

として、①リーマン・ショック後に景気が悪

化したこと、②非正規労働者から正規労働者

への転換が十分に進んでいないこと、③少子

化対策として打ち出された育児費及び住宅費

の軽減策が主として低所得層を対象としてお

り、中所得層を十分にカバーしていないこと、

④私教育の負担が残されたことなどが考えら

れる。

こうした問題点を踏まえて、李政権は2010

年内に「第２次（2011～ 15年）少子・高齢

化対策試案」を発表する予定である。月50万

ウォン（約３万6,000円）だった育児休暇期

間の給与が最高100万ウォン（約７万2,000円）

まで増額されるとともに、下位50％までの低

所得層に限定していた保育料の支援を下位

70％まで拡大する見込みである。

（注12） 60～ 80年代の高度成長期、急激な人口流入によりソ
ウルでは住宅不足と地価高騰が深刻化した。政府は
88年に「住宅200万戸建設計画」を発表し、第一期
の５つの「新都市」はすべて京畿道内の盆塘（城南
市）、一山（高陽市）、坪村（安養市）、中洞（富川市）、
山本（軍浦市）に建設された。これによりソウル特別市
は90年代に入り人口が減少に転じたが、その周辺であ
る京畿道などでは増加基調が続いている。2009年の
人口の純移動は、京畿道が９万4,000人、忠清南道が
１万2,000人である。

（注13） 大学在学中に兵役を済ましたり留学をしたりすると、卒
業時に25歳以上になるケースが多い。

（注14） 民間大企業への就職が難しくなったことと民間企業の
レイオフを嫌って、近年、公務員の人気は異常ともいえ
るほど高くなった。このため、合格するまで何回も試験
を受ける人が増加した。ソウル特別市の一角には、そう
した就職予備校と予備校生向けの安アパートが多く集
まっている。

（注15） 政府は2004年に「雇用許可制」を導入して労働市場
の開放に踏み切った。同制度にもとづいて雇用された

図表29　韓国と日本の合計特殊出生率

（資料）韓国統計庁、厚生労働省
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外国人就労者数は2005年の34,826人から2009年には
158,202人へ増加している。

（注16） 非正規労働者の定義をめぐって、政府と労働組合との
間で、また研究者の間でも論争がある。労働組合の定
義にもとづく非正規労働者は雇用者全体の半数以上と
なっている。本稿ではデータの利用可能性の観点から
政府の定義にもとづく非正規労働者数を使用する。

（注17） 今回の景気減速期に失職したのは主に非正規労働者
と自営業者であった。この点は向山［2009］を参照。

（注18） 当初は2009年末で終了の予定であったが、2010年６月
まで延長された。

（注19） 「相対的貧困」の状態に置かれている世帯数は2006
年の269万世帯から2009年に306万世帯近くまで増加
した。これは全世帯の18％に相当する。

（注20） この点の詳細は、財団法人自治体国際化協会［2007］
や松江暁子［2009］などを参照。

４．�課題としての「質の高い」雇
用創出

以上みてきたように、大企業のグローバル

展開が進む一方、国内では「質の高い」雇用

が十分に創出されず、それが若年層の就職難

や格差の拡大を生み出している。また不安定

な雇用は少子化を加速させる一因となってい

る。これらは今後の韓国の潜在成長力を低下

させかねない問題である。景気回復の進展

（2010年１～３月の実質GDP成長率は前年同

期比8.1％、４～６月期は同7.2％）にもかか

わらず李政権に対する支持率がさほど上昇せ

ず、2010年６月に実施された統一地方選挙で

与党が敗北した根底には、雇用環境改善の遅

れに対する国民の不満がある。政府の課題は

「質の高い」雇用機会の創出である。

李大統領も政権発足後、雇用環境の改善に

向けて様々な政策を打ち出してきている。景

気の急速な悪化を受けて、ワークシェアリン

グ、「希望勤労事業」、低所得層に対する生活

支援策などにより雇用の維持に努める一方、

新たな雇用機会の創出をめざしてまず「グ

リーン・ニューディール事業」の推進を決定

した。

「グリーン・ニューディール」とは、経済

活動による環境への負荷を軽減するのに貢献

する事業を推進していくことである。具体的

には、エネルギーや水の消費の削減、経済の

低炭素化の促進、温室効果ガスの削減につな

がる事業である。2009年１月６日に発表され

た「グリーン・ニューディール事業」（総額

50兆ウォン）には、４大河川周辺を整備する

土木工事、エコカーの普及、風力、太陽光発

電、バイオマスなどの再生可能エネルギーの

開発推進、快適な生活空間の形成などが含ま

れた。環境関連ビジネスを拡大させることに

より、４年間で96万人の雇用創出を図る計画

である。

つぎに、「知識基盤的」なサービス産業の

振興を決定した。2009年５月、付加価値、雇

用創出効果、潜在成長力の高さという点から、

医療、教育、物流、コンテンツ、放送・通信、

コンサルティング、デザイン、ITサービス、

雇用支援事業などの振興を決定した。

景気回復が進展したため、2010年になると

雇用の創出を最重要課題とし、2010年１月に

「国家雇用戦略会議」を新設した（会議には

関係閣僚や民間の専門家らが出席し、雇用関

連の財政支援制度やサービス産業の振興、労
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働市場や教育制度の改革などを集中的に議

論）。４月の会議で、将来的に輸出の拡大が

期待出来るサービス産業として、デジタルコ

ンテンツ・メディア、社会サービス、観光・

レジャー、教育・研究開発、保健・医療の５

分野を選定し、金融・税制支援などを行うこ

とを決定した。2015年までにサービス産業の

輸出を2009年の1.7倍に拡大し、20万人分の

雇用創出をめざす方針である。

韓国では製造業と比較してサービス産業の

発展が遅れている。遅れているがゆえに成長

の余地がある。雇用創出効果の高い「知識基

盤的な」サービス産業を成長させて「質の高

い」雇用機会を創出するという方向は基本的

に適切なものといえるが、政策の効果が表れ

るまでには多くの時間を要するのは間違いな

い。同時に以下の点にも留意すべきであろう。

第１は、サービス産業の発展には製造業の

高度化やインフラの整備が欠かせないことで

ある。第２は、規制緩和により競争圧力が増

すのに伴い、廃業に追い込まれる自営業者の

増加が予想されることである。その影響を最

小限度に抑制するために、社会的セーフティ

ネットの拡充が求められる。第３は、若年層

の就職難を解決するためには「質の高い」雇

用機会を創出する一方、職業訓練制度や中小

企業の労働環境の改善を通じて、中小企業で

の雇用を増やすことである。この点で、雇

用労働部が2010年の施策として（Ministry of 

Employment and Labor［2010c］）、中小企業と

若年層をつなぐデータベースの構築、学校と

企業の協力にもとづく新たな研修制度（在学

中に研修を受けて卒業後に雇用されるシステ

ム）などを進める方針であるのは注目される。

優秀な人材が中小企業に流れれば（学生の意

識変革を伴いつつ）、労働市場のミスマッチ

が解消に向かうだけではなく、韓国長年の課

題の一つである中小企業の技術力強化にもつ

ながるであろう。

経済のグローバル化を進めながら、国内で

規制緩和や投資インセンティブを通じて新産

業の成長を促し雇用機会を創出出来るのかど

うか、李明博大統領の手腕が試される。
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